国家公務員の給与振込みに関わる人事院規則の改正について

　人事院は１１月２日、国家公務員の給与振込みについて、人事院規則の一部改正と関連規定の改正を行いました。

　主な改正内容は、給与振り込みは、全額振込み、振込口座は原則１人１口座とし、規則の施行は２０１０年２月１日としています。

　給与の振込口座は、1人１口座を原則としますが、例外として①異動等に伴い、所在する地域を異にする官署に在勤することとなったこと 、②異動等の前の振込口座を引き続き指定しておく必要があること 、③異動等の後の地域において異動等の前の振込口座のある金融機関の店舗等がない等の事情により、当該振込口座とは別の振込口座を指定する必要があること、 以上の要件をいずれも満たす場合のみ２口座とすることができるとしています（資料3、資料5参照）。

　また、規則施行日の２０１０年２月１日に給与口座を1口座とすることが困難と認める職員については、２０１０年４月３０日までの間に、１人１口座とする内容となっています（資料５参照）。

　給与口座１人１人口座とする背景には、国家公務員の給与振込み手数料は、日本銀行の負担となっており、複数口座（約１０万件）による手数料負担は年間１．５億円に達するとしており、手数料負担を削減する目的があります（資料6参照）。

　公務員連絡会は、10月8日（自治労情報2009第266号）で人事院交渉を実施し「、一口座にするという提案には問題があり、反対という意見を提出してきた。移行に当たっては、職場で混乱することが予想されることから、各府省当局の十分説明を求める」と指摘し、混乱が生じないよう対応を求めてきました。

　自治労としても、引き続き本規則改正による地方公務員や労金運動への影響を考慮し、今後、必要な対策を進めることとします。
